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This paper is to describe the history and expansion of Japanese economy in the postwar 

period and future prospect. Also, comparative studies among Japan, USA and Europe are 

made. It is mentioned that factors affecting globalization of Japanese economy are 

characterized as promotion of export, foreign investment , opening of domestic market, 

Yen-dollar exchange rate and etc.

◎ はじめに

20世紀に入 ると、鉄道に加 えて 自動車産業の隆盛そして戦後になってコンピューターの普及率

が伸び、いわゆる、交通情報革命が世界的潮流に浮上 していった。そして、20世紀から21世紀 に

かけてエ レク トロニクス、インターネッ ト等に代表される、ソフ ト型経済成長へ と移 り変わるの

である。また、21世 紀へのパ ラダイム ・シフ トとして挙げられる3要 素 は、1)情 報化2)高

齢化3)グ ローバル化、であ り本テーマの中心課題にもなっている。吏に、地球規模の情報社

会構築の行方は特に注 目を浴びている。以下の我が国の経済のグローバル化の系譜、現状、課題

について論述 したい。

1.戦 後 の グ ローバ ル経 済

20世紀の 日本経済の発展には、アメリカ合衆国の存在が無視できないことを最初 に述べてお き

たい。1969年 に、占領軍の撤退が行われた51年 以降も経 済復興 を最優先と した 日本のGDPは ア

メリヵに続いて世界第2位 となる。そ して、70年 に大阪万博が催 され、この万博は世界に日本 の

科学技術を誇る大 きな役割を担った。一方、アメリカではベ トナム戦争のダメージによる"ド ル ・

ショック"が71年8月 にお き、 ドルの国際的信用は失われ、73年2月 にはついに"円 ドル ・レー

トの変動相場制"の 導入となる。そして、中東戦争の影響を受け、73年11月 、日本でオイル ・ショッ

クが起 きた。景気 も一気に下が り、GDPも マイナス傾向とな り、 国民は生活用品の買いだめに

走る時代が訪れる。75年2月 には失業者が100万 人を超えるまでの深刻な社会 問題へ と発展 して

いった。また、当時の日本の外交面では、72年5月 に沖縄が返還され、78年 には日中平和条約が

結ばれ、中国との交流の活発化が始 まる。その後経済は一端落ち着 きを取 り戻すが、79年1月 の

第2次 オイル ・ショックで再び社会 に混乱が走った。
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80年 代に入ると、日本の自動車産業は大きな変貌を遂げる。まず、80年 に日本の自動車生産台

数は世界一位 となる。81年 にアメリカは一早 く 寧乗用車の対米輸出自主規制"を 発表 したが、 日

本の勢いは衰えず、82年 ホンダが米国へ乗 り込み、自動車の現地生産を開始 した。翌83年6月 に

は国債残高は100兆 円を突破する。一方、アメリカは日本に対する圧力を弱めず、84年 に"対 米

鉄鋼輸出自主規制"を 定め、85年 には日本に円高進行を要求 した(プ ラザ合意)。 日本で は、86

年、男女雇用機会均等法が施行され、新たな社会現象を引 き起こした。アメリカは貿易赤字が慢

性化 し始め71年 ぶりに債務超過国に転落した。そして、翌年の87年 、日経平均株価は2万 円台 と

な りバブル経済がスター トしたが、同年10月 、アメリカではニューヨーク ・ダウ株価が暴落し、

いわゆる 「ブラックマンデー」 に見舞われた。

89年 に3%の 消費税が導入 された。同年11月 、ベルリンの壁崩壊により東欧の共産 ・社会主義

の国家 も姿 を消 した。90年8月 にイラクがクウエー トへ侵攻 したことにより、湾岸戦争が勃発 し

た。その結果、92年6月 のPKO法 案を成立 させる引 き金となった。 そ して、95年1月 、阪神大

震災に見舞われた。同年4月 には、円 ドル ・レー トが79円 台(ニ ューヨーク外為替市場)の 史上

最高値を記録 し、12月 には数々の不良債権 に対する策として、住専処理案の政府決定となる。97

年には拓銀など大手銀行が破綻 したことにより、日本の大手企業の惨事への始 まりとなり、また、

山一證券 も自主廃業へ と追い込まれたのもこの年である。そして、99年1月 に欧州でのユーロが

統一へと始動するのである。なお、経済のグローバリゼーションに関係する年表として表1を 用

意してある。

2.世 界貿易の発展

1950年 から1995年 にかけて、世界の貿易額は金額ベースで着実な伸 びをみせている。表2で 示

したが特に75年 以降に急速な拡大を示 した。保護貿易か ら東京 ラウン ドへ、そ してウルグアイ ・

ラウン ド交渉へ というように、自由貿易主義が普及 し、また主要国の関税が引下げられたことに

よる国際経済への恩恵は大 きい。各国の企業を調査 した、海外における生産比率、売上げ高比率、

営業比率、投資比率、従業員比率のどのデータを見て も日本企業 は欧米諸国の企業より数字が低

い。これは、 日本企業のグローバル化が遅れをとっている証明といえる。

その点、表3の 「日米独製造業の海外生産比率一企業のグローバル化」及び表4の 「日米欧海

外事業の実態」を参照されたい。国内生産一輸出振興型の日本の産業構造の特徴が表れている。

また、米国の公定歩合5%に 対 して 日本は0.5%で あり、この金利格差 によって 日本か らアメ

リカへ資金が流れていることが伺える。 しか し、IMF(国 際通貨基金)が 発表した来年の日本経

済の見通しは1.5%成 長 との予測が表れている。表6の ごとく、アメリカは2000年 が2.6%成 長、

世界全体 も3.5%成 長 との予測であるから日本は世界経済の成長ペースからは遅れをとっている。

3.経 済社会生活のグローバル化

世界主要都市の物価水準 を比較す ると、国民生活 レベルの日本の位置付けが良く分かる。10年

前の調査では日本 は主要な項 目において高物価国であった。 しか しこうした内外価格差は是正の

方向にあ り、一部 を除 き現在では極端な差異は減少 している。興味深いのは、一例としてゴル フ

のプレー料金はニューヨークでは日本の1/6、 ロンドンでは1/4、 パ リにおいて も1/3の 料金差が

一26一



いまだに存在 している。

また、企業の多国籍化、海外進出、外資の参入などで企業環境 も大きく変わろうとしている。

つまり、従来か ら日本企業に多 く採用されてきた、固定給、年功序列、終身雇用、といったケー

スはこれか らのグローバル経済時代 に向けて大 きく変わりつつある。その例 として挙げられるの

は、欧米企業からの能力給、実力主義 と呼ばれる人事 ・労働慣行の移入である。たとえば、新入

社員時は同給与であっても、その後個人の能力によって差が見 られるようになり、また人事面 に

おいてもスペシャリス トを要求する企業が増えるであろう。

その点、 日本型のコーポレー ト・ガバナンス(企 業統治)の 特徴 と問題点 を欧米企業との比較

の上で列挙すると、次のようになる。 もちろん、欧米からの企業統治の下記の指摘点が必ず しも

的を射ているとは断定で きない。

日本型の問題点を整理すると、

ユ.監 査役に社内出身者が多 く、独立性が弱い。

2.代 表取締役 を取締役会の構成員の申から選ぶため、取締役が自己監督になる。

3.常 務会などが業務執行の重要事項 を実質的に決定し、他の重役や監査役が十分情報を持 た

ない。

4.株 主総会への候補者提案権 を代表取締役が握って、取締役や監査役の独立性が守られない。

5.業 績評価 システムや基準、資金効率測定基準が不明瞭。

6.社 外取締役の導入について、欧米では社外の取締役の大半は他社の経営者で十分有効な機

能を果たしているとは言い切れない。

7.社 外監査役の役割は大 きく3つ に区分される:

△ 企業不祥事の未然防止、 △ 企業倫理の重視、

△ 企業 トップへの率直な進言、 △ 社会的責任での企業モニター

8.経 営の選択肢 としては2つ 考えられる:

△ 社外取締役の活用 △ 監査役会の強化

9.企 業倫理綱領制定は進んで も、米国と比べて具体的な方法が示 されていない。

10.常 設の倫理担当役員(CBEO)を 置いている会社が少ない。

以上の10項 目が日本型経営の特徴 として挙 げられる。

娯楽、 レジャー部門でも、特徴が見 られる。98年 度の日本国内の映画配給 ランキングでは、上

位10本 中わずか3つ の邦画がランク ・インしている。2位 に 「踊る大捜査線」、4位 に 「ポケ ッ

トモンスター」、8位 に 「ドラエもん」である。このことは、 日本の映画業界が鑑賞用のセ ッ ト

は揃 っていて も、アメリカか らの輸入 フィルムに収入を依存 していることを象徴 している。文化

産業と呼ばれる映画、テレビ産業の国際競争力の低 さを物語っている。

また、海外旅行者の最近10年 の傾向からは、年間1600万 人の日本人が海外へ出かけていること

が伺 える。この数は日本人の8人 に1人 の割合にあたる。 しかし、海外から年間400万 人から500

万人と少ないのが現状である。このように、多 くの日本人が海外旅行へ出かけ易い要因は、格安

の航空チケッ トの普及、各旅行会社のパ ックツアー競争等が考えられる。その反面、海外か ら日

本に訪れる旅行者が少ないのは、ホテル、移動の際にかかる交通費の高額さ、また、興味深い文

化遺産の少 なさ、に原因があると考 えられる。貿易外収支の大幅赤字の主要因でもあ り、収支バ

ランスの是正が望 まれる。

一27一



4.日 本産業の国際競争力

米国経済は好景気が9年 目に入った。従 って、上記テーマで景気後退が続いている日本経済 と

比較するのには多少無理がある。逆に、日本がバブルの時代に人手不足、過剰設備、不良債権が

生 じたわけである。当時米国は景気が悪 く、リス トラの嵐が吹いていた。ちなみに、米国の製造

業は89年 から93年 において就業者が200万 人 も減少 している。その点、現在の 日本 は不況 によ り

影響 をモロに受けて設備投資の低下、人員削減、企業間の競争激化などの荒波に直面 している。

しか し、ある意味では不況だからこそ情報システムの導入による生産性の向上を必要 とし、情報

化投資が増加するというシナリオも成 り立つ。

日米の情報通信産業の格差は次の通信インフラの現状からも言及できる。例えば、米国ではイ

ンターネ ットの普及は一般公開されてからユーザー数は5年 で5千 万人に達 した。ちなみ に、ラ

ジオの場合は38年 、テレビの場合は13年 、パ ソコンの場合は16年 もの歳月を5千 万人達成 に要 し

た。企業や家庭 にパソコンが普及 しは じめたのは90年 頃であるが、93年 にインターネ ットの商業

活動が急速に拡大 し、98年 にはGDPに 占めるIT関連投資は8.2%に 達 したわけであ る。 また、IT

産業商品の価格の低下は96-97年 にかけてインフレ率を1ポ イン ト引下げ、生産性向上 と効率改

善への寄与は極めて高い。IT産 業に関連する就労者は約750万 人であるが、彼 らの年収 は4万6

千 ドルと民間部門の平均 より6割 も高い。

米国の通信産業の成長要因として、①無線分野の周波数オークションによって移動通信市場 の

拡大 ・成長ができた、②96年 通信法の施行、③インターネットの急速な普及による新 タイプの通

信機器需要の登場、④既存通信事業者及び新規参入組との技術導入競争の激化、⑤新サービスの

提供を支援する製造プロセスの改革並びにデザインの改良需要、⑥政府のNII、GIIを は じめ とす

る戦略的支援措置、⑦ベ ンチャー企業隆盛の ビジネス風土、⑧米国経済の好調、などが挙げられ

る。

表6,及 び表7は 情報化投資額、情報化投資の成長、の2つ を指標にして解説 している。1997

年の米国の情報化投資は我が国の3倍 である。

高度情報社会を目前 に控え、マルチメディア産業の重要性が指摘 されよう。1)コ ンテ ンツ、

2)ア プリケーション、3)プ ロダクッ の3分 野 を2005年 次の視点から考えてみると、1)日

本国内で作 り、売 り出す能力2)画 一的社会か らの逸脱。または、個性、才能、ユニークさを

強調する教育3)音 声認識可能なコンピュータ、利用者(高 齢者)に やさしいコンピュータ、

の必要性などが挙げられる。

5.エ ネ ル ギー 自給率 と高 齢化 社 会 への 適応

21世 紀の日本の経済社会発展の制約条件の中で、エネルギー問題と少子 ・高齢化問題が注 目さ

れる。前者の日本のエネルギー自給率は世界主要国中最低 レベルである。表8の ごとく1次 エ ネ

ルギーの、石炭、原油、天然ガス、などの項 目においても、日本は最下位である。原油 において

は99%の 高比率で輸入 に依存 している。世界人口は2050年 に約90億人に達して、絶対的エネルギー

不足の時代を迎える場合、資源少国の日本の国力が試 される。

後者の問題では、2050年 の日本社会は人口の30%が65歳 以上 という高齢化時代が待ちうけてい

る。そのス ピー ドも表9に あるように日本が トップである。一方、少子化下の労働力人口はそれ
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と反比例 して、減少の傾向にある。加えて、

高齢者を支える社会保障費は年々増加傾向にあるが、財政赤字予算での選択肢は限られている。

6.21世 紀社会のグローバル相互依存 と日本

まず、21世 紀の主要 シナリオをまとめてみた。2002年 にはユーロ通貨が欧州内の個人取引で流

通することが見込 まれる。2004年 には国際宇宙ステーションが完成予定であり、その翌年には愛

知万博が催 される。2007年 の時点で日本人人口がピークに達 し、以後減少の傾向が見込まれてい

る。2010年 には、テレビの放送技術は全て、アナログか らデジタルへ と移 り変わるであろ う。

2013年 に世界人口は70億 人に達 し、2015年 の 日本ではその人口の4分 に1が65歳 以上の高齢者 と

なる。2025年 には、人間の脳 とコンピューターを直結する技術をも開発される見通 しがある。そ

の3年 後に世界人口は80億 人に達するであろう。2050年 央に世界人口は90億 人と増加傾向にある。

地球環境、人口増加、エネルギー、食料、所得及び科学技術格差 をはじめ、相互依存 を深化 さ

せる21世 紀は日本が国際経済社会の一員として充分な責任 を果たす役割が更に大 きくなってい く

ことを肝に命 じる必要があるであろう。最後に、経済のグローバ リゼーション潮流は日本の発展

にとって必要不可欠な前提条件であった点を改めて確認 したい。

(本論文は茅 ケ崎市民公開講座講演を加筆修正 した)
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表1戦 後経済史

1969年 いざなぎ景気、GNP世 界第2位

1970年 3月 大阪万博博覧会開幕

1971年 8月 ドル シ ョ ッ ク

1972年 5月 沖縄返還

7月 田中内閣発足、列島改造論

1973年 2月 円変動相場制、地価高騰

10月 オ イルシ ョック、低 成長時代へ

1974年 狂乱物価、戦後初のGNPマ イナス成長

1975年 2月 不況深刻化、完全失業者100万 人突破

1978年 1月 第2時 オ イル シ ョック

1980年 自動車生産1100万 台、世界一 に

1981年 5月 乗用車対米輸出自主規制

1982年 ホンダ、米国で乗用車生産

1983年 東京 デ ィズニ ーラン ド開園

6月 国債残高100兆 円突破

1984年 12月 対米鉄鋼輸出自主規制

1985年 9月 プラザ合意、円高へ

1986年 4月 男女雇用機会均等法

米国71年 ぶ りに債務超過国に転落

1987年 1月 日経平均株価2万 円台乗せ

10月 ブラックマ ンデー

1988年 12月 日経平均株価3万 円台乗せ

1989年 4月 消費税導入

11月 ベルリンの壁崩壊

1990年 8月 イラク、 クウエ ー ト侵略

1992年 6月 PKO法 案成立

1995年 1月 阪神大震災

4月 円、一時1ド ル=79円 台(NY)

12月 住専処理策決定

1996年 12月 ペルー大使館公邸占領事件

1997年 11月 拓銀、都銀初 の破綻 。山一 、 自主廃業へ

1998年 8月 日経平均株価1万4千 円割れ

1999年 1月 ユ ーロ始動
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表2世 界の貿易額の推移

(%)

30

表3日 米 独 製 造 業 の海 外 生 産 比 率
一 企業のグローバル化 一

日本の製造業の海外生産比率は低 い

25

20

15

10

5

a
858687888990919293949596(年)

出所)通 産省
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(%)
50

表4日 米欧海外事業の実態

表51MFの 世界経済見通 し

98年 99年 2000年

日 本 X2.8 1.0 1.5

米 国 3.9 3.7 2.6

ド イ ツ 2.3 1.4 2.5

英 国 2.2 1.1 2.4

フ ラ ン ス 3.2 2.5 3.0

主 要7ケ 国 2.2 2.6 2.4

途 上 国 全 体 3.2 3.5 4:8

(う ち ア ジ ア) 3.7 5.3 5:4

世 界 全 体 2.5 3.0 3.5

出所)IMF

(101ド 丿レ)

300.0

表6情 報化投資額の推移
(兆円)

200.0

100.0

o.o
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表8主 要 国 エ ネル ギ ー 自給 率

日本のエネルギー自給率は世界最低レベル

経済安全保障の確立急務

一次エ ネ ル

ギー(%)

石 炭

(%)

原 油

(%)

天 然 ガ ス

(%)

日 本 20.8 4.8 0.2 3.7

ア メ リ カ 80.9 111.1 46.9 85.6

ド イ ツ 43.4 79.3 2.8 21.8

イ ギ リ ス 117.5 69.1 148.7 98.3

カ ナ ダ 154.6 243.6 134.9 198.9

ロ シ ア 150:5 101.8 160.1 144.2

中 国 105.7 102.5 102.9 100.0

(%)
400

表9主 要 国の65歳 以上の人 口割合
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